














































































































































































（出所）（内山 2015「図表 2 統合報告と統合思考との相互関係・循環」43頁）
を基に筆者作成
図２ 統合思考と統合報告の循環
（出所）（内山 2015「図表1 統合報告の4つの目的」43頁）を基に筆者作成
図３ 統合報告の４つの目的
「一つは、④の統合思考に基づいて、③や②の統合報告が実施され、結果として①の統
合報告書（情報の結合性）がもたらされるという連鎖である。いま1つは、①の統合報
告書（情報の結合性）をもたらすべく、②や③の統合報告の実施により、結果として統合
思考が生まれ、組織に定着するという連鎖である。①は、ステークホルダーが求めている
ものの理解や共同設定につながっており、統合報告（書）はステークホルダーとの対話に
重要となる。一方、④はステークホルダーが求めているものの効果的・効率的な実現、す
なわち組織内部での経営管理につながっている。そしてこれら2つの方向での連鎖は、
よりよい経営のための両輪であると位置づけられる。」（内山 2015,43頁）
３ 統合報告の実践による経営への効果
財務・非財務情報の統合を実践することよって、企業には4つの大きな効果が生まれ
ると考えられる。
第1は、関係性および企業関与の明確化である。「経営者が主要な財務および非財務評
価数値の間に存在する結びつきを説明することである。」（EcclesandKrzus2010,花堂
監訳2012,133頁）また、「必要に応じて内部システムおよび評価方法を改善して、経営
リスク、機会、および選択枝の項目に何を含めたらよいのかの再評価を行うことができる。」
（EcclesandKrzus2010,花堂監訳2012,134頁）例えば、「特定の財務評価数値の良い
成果に、ESGにおける特定の側面における優れた成果が、どのように結びついていたの
かの原因と結果をできるだけ明確にすることである。」（EcclesandKrzus2010,花堂監
訳2012,134頁）
第2は、意思決定の改善である。財務情報と非財務情報との関係をより明確化するた
めには、異なる事業部や部署間を越えた内部連携が必要となる。「外部報告用に要求され
る質の高い評価基準は、より質の高い内部情報によって提供され、その結果、より的確な
意思決定をすることができる。」（EcclesandKrzus2010,花堂監訳2012,135頁）
第3は、すべてのステークホルダーの参画の深化である。「より高いレベルの内部連携
により、適切な意思決定を導くことに成功した企業では、ステークホルダーの参画を通し
て、ステークホルダーの期待を理解し、より高いレベルでの外部連携から同じ効果が得ら
れると考えている。」（EcclesandKrzus2010,花堂監訳2012,135頁）よって、「企業
は、外部報告についてより総合的なアプローチをとる必要があり、ステークホルダーは、
他のステークホルダーの利害を含めた総合的な見方をすることが重要である。」（Eccles
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andKrzus2010,花堂監訳2012,136頁）
第4は、レピュテーションリスクの低減である。「企業の社会的責任および持続可能性
の重要性が増加するにつれて、最も重要なものの一つで、かつ管理が難しいレピュテーショ
ンリスクへの対処が求められている。」（EcclesandKrzus2010,花堂監訳2012,137頁）
統合報告書は、「財務・非財務業績について総合的な視点を提供し、企業のレピュテーショ
ンと業績結果の重なる領域を明確にできるため、ギャップの生じているリスクのある分野
を識別することができる。」（EcclesandKrzus2010,花堂監訳2012,138頁）これによ
り、「複数のステークホルダーの新しい話題や懸念を認識させ、早い段階でステークホル
ダーの期待値の変化に気づく手助けとなるだろう。」（EcclesandKrzus2010,花堂監訳
2012,139頁）と考える。
そして、「レピュテーションリスクを管理するためには、必要な全ての部署に対する明
確なプロセス設定を通じ、内部調整の未熟さを改善する必要がある。協力しながら、担当
部署の枠を取り除き、このプロセスにかかわる責務を各人に明確に与える必要がある。」
（EcclesandKrzus2010,花堂監訳2012,139頁）統合報告は、レピュテーションリス
クの管理と同様に、「すべての部署がかかわる総合的なプロセスおよび連携に関して、同
じ立場で取り組むことが要求される。」（EcclesandKrzus2010,花堂監訳2012,139頁）
以上を踏まえ、財務・非財務情報の統合による企業組織内部への影響は大きいと考える。
一方、統合化を可能とする適切なシステム整備が必要とされることにより、任意開示とは
いえ、統合化されたデータの信頼性に係る保証の問題が発生する。そのためには、企業は
内部統制の構成要素であるモニタリング活動やレビューを含めた適切な管理方法の確立が
求められる。
Ⅳ 統合報告における内部監査の役割
１ <IR>のビジネスモデルと内部監査の関係性
COSO（2013）が、組織の目的（業務、報告、コンプライアンス）達成への取組みを支
援するものとして、内部統制の5つの構成要素（①統制環境、②リスク評価、③統制活
動、④情報と伝達、⑤モニタリング活動）を採り上げたことは、Ⅲの1で論じた。
その5つの構成要素の中でも、モニタリング活動は、「内部統制の5つの構成要素およ
び関連する原則が、存在し、機能していることを評価する。」（COSO 2013,八田・箱田
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監訳 2014,156頁）また、「組織の内部統制の有効性評価における重要な情報を提供し、
また、内部統制システムの有効性に関するアサーションの重要な支えとなるものである。」
（COSO 2013,八田・箱田監訳 2014,156頁）企業組織における内部監査部門は、その
モニタリング活動を担っている。
一方、統合報告書が8つの内容要素を含むものとし、各要素が相互に関連しているこ
とはⅡの2において論じたところではあるが、「統合報告書は、これらの要素を通じて、
組織の時を越えた価値創造力の測定を可能にしようとするものである。そこに示される情
報は、組織の価値創造力ひいては組織運営の実態を映し出す指標となる。こうした情報の
信頼性を担保するためには、当該情報とそれを映し出す実態との整合性が検証され、確認
されなければならない。こうした検証・確認の機能を担いうるものとして、内部監査があ
る。」（蟹江 2014,78頁）
アメリカ内部監査人協会（TheInstituteofInternalAuditors）は、内部監査の使命
を「リスクベースで客観的なアシュアランス、助言および洞察を提供することにより、組
織体の価値を高め、保全することである。」と定義する。（theIIA2015,HomePage）
内部監査は組織の全ての業務を対象として実施されるものであり、それらが組織目標の
達成を可能とするように有効かつ効率的に実施されているかどうかを検証するものであ
る。
また、<IR>の価値創造プロセスにおけるビジネスモデルにおいて、インプット→事業
活動→アウトプット→アウトカムの循環プロセスが示されているが、これは企業活動にお
けるマネジメントプロセスとも言える。内部監査はこの一連のプロセスを評価、保証、助
言することによって、組織の価値創造プロセスに寄与すると考えることができる。
２ 内部監査による統合報告書の信頼性保証
<IR>では、3F信頼性と完全性において、「情報の信頼性は、情報のバランスと重要な
誤りがないことに影響を受ける。信頼性（しばしば忠実な表現と呼ばれる。）は、強固な
内部統制及び報告システム、ステークホルダー・エンゲージメント、内部監査又はこれと
類似した機能、独立した外部保証などのメカニズムによって高められる。」（theIIRC
2013,theJICPA訳2014,par.3.40 24頁）としている。
一般的に、統合報告書の信頼性に係る保証は、第三者である監査法人、外部監査人によ
る実施が想定される。しかしながら、現状は任意開示であることも含め、<IR>では、「有
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効な内部統制に支えられて作成され信頼性という属性を備えているはずの統合報告書に対
して、内部監査という組織内部とはいえ独立した立場からの事後的なチェックが行われる
ことによって、その信頼性はより高まるはずである。」（蟹江 2014,79頁）と考えている。
非財務情報を含む統合報告書の保証の問題に対しては、「情報内容には踏み込まなくても、
統合報告書が成立するための要件としてフレームワークが要求する内容要素が漏れなく盛
り込まれていることについて保証を付与することが、一つの役割と期待されるであろう。」
（蟹江 2014,81頁）とする見解もあるが、開示の法制化を含めて今後の動向を注視して
いく必要がある。
Ⅴ 結びに変えて
財務・非財務情報の統合という観点からは、COSO（2013）の活用を手掛かりに内部
統制構築の必要性を論じた。内部統制はマネジメントプロセスの一部であることから、
その構築にあたっては、経営戦略あるいは将来見通しなどに関わる複雑かつ高度な情報に
配慮することに加え、投資家をはじめとするステークホルダーとの中・長期的な関係を維
持し、改善するという、経営上の要請に対応した内部統制の構築・整備が求められること
になる。
財務・非財務情報が統合思考と統合報告の循環プロセスに組み込まれ、経営管理へ効果
をもたらすことを論じたが、これは、管理会計へ多くの示唆を与えるものでもある。
例えば、統合報告書では、非財務情報を定量化するために、事業目的を明確化して、そ
の目標達成に向けて業績をモニタリングするために設定されたKPI等の積極的な活用を
行う必要がある。そのため、KPIの選定や運用方法等について検討を要する。加えて、
多様なステークホルダーとの関わり、価値創造への貢献といった点を含め、バランスト・
スコアカードをはじめとする管理会計の思考や手法と共通する点が多く、今後の課題とし
たい。
最後に、価値創造プロセスのビジネスモデルにおけるインプット、事業活動、アウトプッ
ト、アウトカムという一連のプロセスに対する内部監査の評価、保証、助言が、経営およ
び価値創造にいかに寄与するかについて更なる考察が必要であることを指摘し結びとした
い。
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